
 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



 

 



　　　以下の項目について評価を行い、業務実施候補者を決定する。　　　　　　　　

　　　個別配点については公表しない。

評価項目
項目
番号

評価基準 配点（点）

1

①導入設備の内容
・各施設ごとのシステム構成や太陽光パネル、パワーコンディ
　ショナ、架台等の仕様、安全性について検討が充分にされた
　結果の施設数で提案されているか。

5

2

②設備導入の規模・ 自家消費量等
・設備の容量（太陽光発電出力等）は対象施設にあった適当な
　規模で、自家消費電力量および温室効果ガスの削減効果は大
　きいか。また創出した電力が有効活用できる内容か。（余剰
　電力の有効活用など）

10

3

③設備導入による電気料金の削減
・各施設の料金単価についてその内訳・算出根拠が明確に示さ
　れているか。また、現状の小売電気事業者から買電価格と同
　等又はそれ以下で、電気料金が低減されているか。

20

4

①工事遂行能力
・本事業の実施者として十分な専門的知識やノウハウ、技術力
　を有し、事業を安全かつ確実に行うことができる能力、経験
　を有しているか。

5

5
・各施設の太陽光発電設備等の設置工事の計画、現場管理、安
　全管理体制、スケジュール等について実施可能なものとなっ
　ているか。

5

6
②業務遂行能力
・運転期間中の維持管理・メンテナンス 、事業終了後の撤去等
　について、実施可能な体制、計画となっているか。

10

7

③地域貢献
・設置工事を含む事業期間における市内企業の参画方法とその
　確実性や企業活用に対する定量的な方策など、本事業の実施
　による、地元地域への定量効果が示されているか。

15

8
④資金計画
・事業期間満了までを実施できる資金計画となっているか。

10

9
⑤事業期間中のリスク等への対応
・故障、緊急時の連絡体制が明確に示され、かつ損害賠償等
　の対応など安定した事業実施が見込まれるか。

10

実績 10
①類似実績
・過去５年間の同種又は類似の業務において十分な実績があ
　るか。

5

　説明能力 11
　企画提案に関する説明は、わかりやすく、説得力があるか。
　質問に対する応答は、明快で適切か。

5

100合計

別紙１　　　　　実施要領１３（４）評価基準書

技術提案に
係る事項

業務実施体制



 

様式１ 

 

質問書 

 

令和  年  月  日 

（提出先） 

佐久市長 

（メール送信時の件名を「プロポーザル質問（事業者名）」とすること。） 

 

所在地             

名称             

代表者職名 氏名             

 

佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務の提案

募集に関し、下記のとおり質問がありますので提出します。 

番号 質問の場所 内容 

例 仕様書○ページ ○○・・・・・・。 

１   

２   

３   

※１ 質問は、簡潔に取りまとめて記載すること。 

※２ メールを送信した後に、事務局まで送信した旨の電話をすること。 

   事務局電話番号：０２６７－６２－２９１７ 

 

【事務担当者】 

担当者
（ ふ り

氏名
が な ）

 
 

連絡先 （TEL）          （FAX） 

電子メール  



 

様式２ 

 

参加表明書兼誓約書 

 

令和  年  月  日 

 

（提出先） 

佐久市長 

所在地             

名称             

代表者職名 氏名           ㊞ 

 

 佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務の提案

募集について、実施要領に定める事項を承諾し、参加を表明します。 

 なお、本業務の実施要領において、参加資格要件を全て満たしていること及び提出書類

等の記載事項は事実と相違ないことを誓約します。 

 

【事務担当者】 

担当者
（ ふ り

氏名
がな）

 
 

連絡先 （TEL）          （FAX） 

電子メール 
 

 

【共同事業体の構成】 

代表構成員 

所在地  

商号又は名称  

代表職氏名  

構成員 

所在地  

商号又は名称  

代表職氏名  

構成員 

所在地  

商号又は名称  

代表職氏名  



 

様式３ 

 

辞退届 

 

令和  年  月  日 

 

（提出先） 

佐久市長 

 

所在地             

名称             

代表者職名 氏名             

 

 

佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務の公募

型プロポーザルについて、参加を辞退します。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【事務担当者】 

担当者
（ ふ り

氏名
が な ）

 
 

連絡先 （TEL）          （FAX） 

電子メール 
 

 

 

 

 

 



 

様式４ 

 

企画提案書等提出届 

 

令和  年  月  日 

 

（提出先） 

佐久市長 

 

所在地             

名称             

代表者職名 氏名             

 

 

 佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務の公募

型プロポーザルに参加しますので、企画提案書及び添付書類を提出します。 

 

記 

 

添付書類（各１部（正本１部、副本１部）・電子データは１枚） 

（１）企画提案書（任意様式） 

（２）会社概要書（様式５） 

（３）業務執行体制（様式６） 

（４）参考見積書（様式７） 

（５）参考見積書内訳書（任意様式） 

   初期費用内訳書（様式８） 

（６）二酸化炭素排出量削減効果（様式９） 

（７）上記（１）から（６）までの電子データを収めた電子媒体（ＣＤ－Ｒ又はＤＶＤ－Ｒ）

を１枚 

 

※副本は、参加者名称及びそれを推測できるものの記載は行わないこととし、これを消せな

い場合は該当箇所に黒塗りする等して対応すること。 

 

【事務担当者】 

担当者
（ ふ り

氏名
が な ）

 
 

連絡先 （TEL）          （FAX） 

電子メール 
 



 

様式５ 

会社概要書 

 

１ 申請者等 

本 

社 

情 

報 

（ふりがな）  

名称  

所在地 

〒   

 

 

設立年月日  
資本金  

従業員数  

電話番号  ﾎｰﾑﾍﾟｰｼﾞ  

FAX番号  ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

（ふりがな）  

代表者職氏名  

担
当
者
情
報 

（ふりがな）  

支店・営業所名  

所在地 

〒   

 

 

電話番号  

FAX番号  ﾒｰﾙｱﾄﾞﾚｽ  

（ふりがな）  

担当者職氏名  

 

 

 

 

 

 

 



 

２ 業務内容 

 

次の点を含めて記載してください。 

（企画提案書（任意様式）への記載でも良いです。） 

・システム構成（施設毎） 

・架台の仕様（施設毎） 

・太陽光パネル、パワーコンディショナの仕様 

※カタログ等の添付可 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

※必要に応じてパンフレット等を添付すること 

 

 



 

３ 業務実績（類似業務の実績のみ記入） 

発注者 業 務 名 業 務 概 要 
履行期間 

契約金額 

  発電所出力    kw 

  年 月 日から 

  年 月 日まで 

単価     円/kWh 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

   

 

 

（その他特記すべき事項） 

 

 

 

 

【記載上の注意】 

（１）公告日から遡って過去５年間に、他の地方公共団体等の公的機関が発注した業務につ

いて、同種又は類似の業務を受託した実績を１件以上記載すること。実績の記載は最大

５件とする。評価要素となるので、漏れがないよう記載すること。 

（２）実施要領５（６）に定める実績が確認できる書類等（契約書及び仕様書の写し等）

を添付すること。 

 

 

 

 

 



 

様式６ 

業務執行体制 

① 【名称】 

事業者の名称  

 

 

②【業務の実施体制】 

役割 
氏名 

所属・役職 
実務年数 

本業務で担当

する分担業務

の内容 

本業務に関す

る主な実績 

資格 

・専門分野 

      

      

      

      

      

【記載上の注意】 

（１）本事業と関わりのある複数の資格を有する者については、できる限り記入するこ

と。 

（２）記入欄が不足するときは、適宜追加すること。 

 

 

 

 



 

 

③【実施体制】 

業務への取組体制、組織・連絡体系・地域貢献等 

 

次の点を含めて記載してください。（最大頁数：Ａ４×２頁） 

・太陽光発電設備等の設置に係る実施体制・組織・連絡体系 

・維持管理体制 

・市内企業の参画方法とその確実性 

・市内企業活用に対する定量的な方策  

・本事業の実施による、地元地域への定量効果 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

業務上の配慮事項等 

 

 

 

 



 

④【業務スケジュール】 

業務開始から終了までのスケジュール 

 

契約期間内に確実に業務を遂行するために工夫している点 

 

 



 

⑤【その他】 

企画提案の総合的なアピールポイント等 

 

 

 

 



 

様式７ 

参 考 見 積 書 

電気料金 

佐久市臼田総合福祉センター 

あいとぴあ臼田 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

佐久市立泉小学校 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

佐久市立臼田中学校 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

ワークテラス佐久 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

佐久市臼田支所 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 



 

様式７ 

参 考 見 積 書 

電気料金 

佐久市役所 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

佐久市下水道管理センター 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

野沢多目的広場 交流施設 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

佐久市立国保浅間総合病院 

単価：    円/kWh（税抜き） 想定年間電力供給量：  kWh 

【根拠】 

 



 

様式８ 

初 期 費 用 内 訳 書 

 

対象施設 
設備機器費 

［千円］ 

設置工事費 

［千円］ 

諸経費 

［千円］ 

小計 

［千円］ 

佐久市臼田総合福祉センター 

あいとぴあ臼田 
    

佐久市立泉小学校     

佐久市立臼田中学校     

ワークテラス佐久     

佐久市臼田支所     

佐久市役所     

佐久市下水道管理センター     

野沢多目的広場 交流施設     

佐久市立国保浅間総合病院     

全施設合計  

 



 

様式９ 

二酸化炭素排出量削減効果 

 A B C D 

対象施設 
想定設置容量 発電量 自家消費量 自家消費率 

kW kWh/年 kWh/年 % 

佐久市臼田総合福祉センター 

あいとぴあ臼田 

    

佐久市立泉小学校 
    

佐久市立臼田中学校 
    

ワークテラス佐久 
    

佐久市臼田支所 
    

佐久市役所 
    

佐久市 

下水道管理センター 

    

野沢多目的広場 交流施設 
    

佐久市立国保浅間総合病院 
    

合 計 
    

 

項目 説明 

A：想定設置容量（kW） それぞれの施設で最適と考える設置容量を設定 

B：発電量（kWh/年） Aから想定される発電量 

C：自家消費電力量（kWh/年） A及びデマンド値から算出 

D：自家消費率（%） C/B×100 



 

様式１０ 

現地確認申込書 

提出日 令和  年  月  日 

 

申込者 

所 在 地  

商号又は名称  

電 話  

メールアドレス  

担当者 所属・氏名  

希望日時 

月 日（ ） 月 日（ ） 

 

９時00分～12時00分 

 

９時00分～12時00分 

希望施設を入力 希望施設を入力 

 

13時30分～17時00分 

 

13時30分～17時00分 

希望施設を入力 希望施設を入力 

 

現地視察予定者 

※最大５名 

会社名 役職 氏名 

   

   

   

   

   

 



 

 

【追加申請様式１】 受付年月日 

 

佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による 

第２期太陽光発電設備導入業務 公募型プロポーザル参加願 

令和  年  月  日 

(申請先)佐 久 市 長 

 

        （ フ リ ガ ナ ） 

 申 請 者  商号又は名称 

                〒 

 （本 社）  住 所 

        代表者の職氏名                           実印  

        電 話（    ）  ― 

        Ｆ Ａ Ｘ（    ）  ― 

        Ｅ－ｍａｉｌ： 

 

 

        （ フ リ ガ ナ ） 

 委 任 先  商号又は名称 

                〒 

        住 所 

        代表者の職氏名 

        電 話（    ）  ― 

        Ｆ Ａ Ｘ（    ）  ― 

        Ｅ－ｍａｉｌ： 

 

 

佐久市が発注する「佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業

務公募型プロポーザル」に参加したく、下記の書類を添えて申請します。なお、この参加願及び添付書

類の内容については、事実と相違ないことを誓約します。 

 

記 

 

 １ 添付書類   別添のとおり 



【追加申請様式２】 

誓   約   書 

令和  年  月  日 

(申請先)佐 久 市 長 

 

           （本 社） 

            住 所 

            商号又は名称 

            代表者の職氏名                   実印 

 

  「佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務公

募型プロポーザル」の参加申請にあたり、下記の第１項各号に該当しない者であること

を誓約します。 

  なお、下記の第２項各号の一に該当した場合は、取引の停止又はその他の措置を受け

ても異議はありません。 

 

記 

 

 第 1 項 

 （１）成年被後見人又は被保佐人 

 （２）破産手続開始の決定を受けて復権の確定しない者 

 （３）佐久市暴力団排除条例（平成２４年条例第１号）第２条第２号に規定する暴力団員

又は同条例第６条第１項に規定する暴力団関係者 

 （４）第２項の各号の一に該当する行為をし、２年を経過しない者 

 

 第２項 

 （１）契約の履行に当たり、故意に工事若しくは製造を粗雑にし、又は物件の品質若しく

は数量に関し不正の行為をしたとき。 

 （２）入札（見積）等において、その公正な執行を妨げ、又は公正な価格の成立を害し、若

しくは不正の利益を得るために連合したとき。 

 （３）落札者が契約を締結し、又は契約を履行することを妨げたとき。 

 （４）契約について、地方自治法に規定する監督又は検査を実施する職員の職務の執行を

妨げたとき。 

 （５）正当な理由がなくて契約を履行しなかったとき。 

 （６）前各号の一に該当する事実があった後２年を経過しない者を契約の履行に当たり、

代理人、支配人、その他の使用人として使用したとき。 

 （７）前各号の一に該当する行為があった者を代理人、支配人又は入札代理人として、使

用するとき。 

※様式変更不可 



【追加申請様式３】 

 

経 歴 及 び 営 業 概 要 書 

                               令和  年  月  日 

               （本 社） 

                住 所 

                商号又は名称 

 

                代表者の職氏名                 実印 

 

下記のとおり相違ありません。 

１ 創業年月日          年   月   日 

２ 創業経過年数         年 

３ 従業員数（全従業員数のうち申請する営業所等の人数） 

 役 員 事務職員 技術職員 営業職員 工 員 その他 パート 合  計 

 

 

 

 

 

（  ） 

   人 

 

（  ） 

   人 

 

（  ） 

   人 

 

（  ） 

   人 

 

（  ） 

   人 

 

（  ） 

   人 

 

（  ） 

   人 

 

（   ） 

    人 

４ 資本金（元入金）                     千円 

５ 最近２カ年の営業実績（売上額） 

     ①         年度              千円 

     ②         年度              千円 

６ 営業上の許可・認可等 

名    称 許可・認可番号 許可・認可年月日 

   

   

   

   

   

（注）法令等の規定により営業上の許可・認可が必要な場合に記入してください。 

    記入した許可・認可等の証明書の写しを添付してください。 

７ 取引金融機関名称及び口座番号・口座名義 

 ① ② 

金融機関名   

口座番号   

口座名義   
 

 

 



【追加申請様式４】 

佐久市各種料金の納付状況報告書 

（税以外の納付すべき料金等） 

  

 

 

 （提出先）佐 久 市 長 

 

 

 

  佐久市に納付すべき各種料金（上下水道料金、介護保険料等）について、未納の料金はあり

ません。 

  また、必要において調査されても異議はありません。 

 

 

 

 

 令和  年  月  日 

 

 

               （本 社） 

                住 所 

                商号又は名称 

 

                代表者の職氏名                 実印 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

注）佐久市に納付すべき税以外の各種料金がある場合のみ提出すること。 

 ※様式変更不可 



【追加申請様式５】 

委   任   状 

 

                                令和  年  月  日 

(申請先)佐 久 市 長 

 

      委 任 者 

           住所(所在地) 〒 

 

           商号又は名称 

           代表者職氏名                       実印 

 

  私は下記の者を代理人と定め、「佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太

陽光発電設備導入業務公募型プロポーザル」に係る佐久市との間に行う下記の権限を委任しま

す。 

 

      委 任 先（受 任 者） 

           住所(所在地) 〒 

 

           商号又は名称 

           職 氏 名                         印 

           電 話(    )  － 

           Ｆ Ａ Ｘ(    )  － 

           Ｅ－ｍａｉｌ： 

 

記 

 

  １ 委任事項 

   （１）公募型プロポーザル実施要領に基づく手続きに関すること。 

   （２）基本協定の締結に関すること。 

   （３）参加の辞退に関すること。 

 

    ※様式変更不可 



【追加申請様式６】

営業品目名 発注者名 営業（業務）内容 営業（業務）場所 金　額 期　　間（直前２年間） 備考

営　業　（　業　務　）　実　績　書



 

 

佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による 

第２期太陽光発電設備導入業務 仕様書 

 

１ 業務名 

  佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務 

 

２ 業務の目的 

  本市は、令和２年１０月に「佐久市気候非常事態宣言」を行い、２０５０年まで

に二酸化炭素排出量実質ゼロを目指し、その実現に向けた取組を推進している。国

の地域脱炭素ロードマップでは、屋根に載せる自家消費型の太陽光発電設備の導入

が重点対策とされており、自治体の所有施設及び土地において、２０３０年までに

設置可能な施設の５０％、２０４０年までには 

 １００％の施設に太陽光発電設備の導入を行う目標が掲げられている。 

  上述のような状況を踏まえ、本市では令和６年度に公共施設に対する太陽光発電

設備導入の可能性調査を実施した。 

  本業務は、可能性調査の結果から現時点で実施が可能であると判断した公共施設

に対して、オンサイトＰＰＡ方式で太陽光発電設備等を導入し、佐久市地球温暖化

対策実行計画（区域施策編及び事務事業編）の目標達成に寄与することを目的に実

施する。 

 

３ 事業期間 

（１）業務履行期限 

   協定を締結した日から令和１０年２月１８日（金）までに設置工事を完了し、

電力を供給できる状態にするものとする。 

 

（２）運用期間 

   電力供給開始から２０年間。ただし、運用期間中に本市の都合により施設が一

定期間休館等する場合は、必要に応じて、期間の延長について協議を行うものと

する。 

   また、運用期間終了後に同一設備を使用しての運転、維持管理及び電力供給を

継続する場合には別途協議、手続きを行うものとする。 

   電力供給開始は、令和１０年３月を予定するが、具体的な時期については、本

市における本業務担当部署（以下「本市担当部署」という。）及び各対象施設の

管理者（指定管理者を含む。以下「施設管理者」という。）との協議により決定

する。 

 

 

 

 

 

 



 

 

４ 対象施設 

 施  設  名 所  在  地 

１ 佐久市臼田総合福祉センターあいとぴあ臼田 佐久市下越16番地５ 

２ 佐久市立泉小学校 佐久市三塚273番地１ 

３ 佐久市立臼田中学校 佐久市下越286番地１ 

４ ワークテラス佐久 佐久市中込2336番地１ 

５ 佐久市臼田支所 佐久市臼田89番地３ 

６ 佐久市役所 佐久市中込3056番地 

７ 佐久市下水道管理センター 佐久市中込1335番地 

８ 佐久市立国保浅間総合病院 佐久市岩村田1862番地１ 

９ 野沢多目的広場 交流施設 佐久市取出町480番地１ 

  ※上記９施設全てへの導入を提案することを原則とする。 

 

５ 業務内容 

（１）基本事項 

  ア 事業者は、対象施設の屋上等に、提案を基に設計・施工した太陽光発電設備

（以下「発電設備」という。）を導入し、運用期間において運転・維持管理を

行うこと。 

  イ 事業者は、発電設備の設計・工事監理業務、工事に関連する手続き及びその

他設備の設置・運用に必要な関連業務を行うこと。 

  ウ 事業者は、発電設備に異常があり、電力供給に影響を及ぼす場合は、速やか

に機能の回復を行うこと。 

  エ 事業者は、運用期間終了後や発電設備が使用できなくなった場合、速やかに

当該発電設備を撤去するとともに、適正に処分又は再利用等を行い、その結果

を本市担当部署に報告すること。 

    なお、事業者は、運用期間の満了までに設備の撤去及び適正処分等に要する

費用を確実に積み立てるものとし、本市の求めに応じてその積立状況を報告す

ること。 

  オ 事業者は、本市担当部署及び対象となる施設管理者等と常に密な連絡及び打

合せを行い、都度必要な説明を行うこと。 

  カ 対象施設に供給された電力に付随する二酸化炭素排出削減等の環境価値につ

いては、本市に帰属するものとする。 

  キ 事業者は、電気事業法（昭和３９年法律第１７０号）に基づき電気主任技術

者の選任が必要な場合は、保安規程を作成し、本市に確認の上、国に届出を行

うこと。 

 

 

 

 



 

 

  ク 事業者は、本業務において環境省の「地域脱炭素移行・再エネ推進交付金

（重点対策加速化事業）」（以下「国交付金」という。）が活用され、本市か

ら補助金（以下「市補助金」という。）が交付されることを前提とし、二酸化

炭素排出抑制対策事業費交付金（地域脱炭素移行・再エネ推進交付金）交付要

綱（令和４年３月３０日環政計発第２２０３３０１号。以降の改正を含む。）

及び地域脱炭素移行・再エネ推進交付金実施要領（令和４年３月３０日環政計

発第２２０３３０３号。以降の改正を含む。）の交付要件・規定に基づいた事

業提案を行うこと。 

    なお、太陽光発電設備で発電した電力量の５０％以上が、各対象施設におい

て自家消費されるよう設計すること。 

 

（２）設備詳細設計 

   事業者は、契約候補者として選定された際の提案内容を基に、下記事項の範囲

において本業務の実施に必要な詳細設計（付随工事等含む。）を行うこと。な

お、屋根や外壁等への機器の設置工法及び事故防止等の安全対策を考慮した配

線・配管方法については、佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２

期太陽光発電設備導入業務 公募型プロポーザル実施要領（以下「実施要領」と

いう。）に定める現地確認の際に本市担当部署及び施設管理者と十分協議し、金

属管の使用等も含め適切な仕様及び工法を選定すること。 

  ア 対象施設の構造、設備及び現地状況等を十分把握し、疑義が生じた場合、本

市担当部署及び施設管理者等と協議及び確認を行うこと。 

  イ 既存設備の維持管理、保守点検、修繕及び将来の更新に支障が生じないよ

う、事前に十分な現地調査を行い、本市担当部署及び施設管理者等と協議の上

で、仕様及び配置等を決定すること。 

  ウ 対象施設運用に支障が生じるおそれのある手法は、採用しないこと。 

  エ 本市の示す資料及び独自調査資料を基に、現地の状況を十分把握した上で、

対象施設運用に支障のない内容とすること。 

  オ 太陽光発電設備の容量については、本市の示す資料、調査結果及び電力シミ

ュレーション等から適宜精査し、可能な限りの最大容量導入と本市の財政負担

軽減の両立を図る最適な容量を提案すること。また、発電した電力は、対象施

設において最大限自家消費できるようにするとともに、余剰電力等の有効な活

用方法が可能な場合は併せて提案すること。 

  カ 耐荷重や耐久性については、各施設の状況を踏まえ、法令等に基づき長期荷

重、地震力、風圧力、積雪荷重や台風等の気象条件についても建物の構造上、

問題ないことを建築士法（昭和２５年法律第２０２号）に定める構造設計一級

建築士が確認すること。その際、既設建物の耐震性能を十分に確認の上、設備

の設置による荷重の増加に伴う耐震性能への影響を含めた確認結果を書面（任

意様式）で本市担当部署に報告すること。また、発電設備及び架台等の固定に

当たっては、ＪＩＳＣ８９５５等の規定に基づく強固な構造とすること。 



 

 

  キ 対象施設への発電設備の設置及び設置場所に係る留意事項等を施設管理者等

と協議すること。 

  ク 日陰、反射光、輻射熱及び騒音による周辺への影響については、十分に配慮

すること。 

  ケ 太陽光発電設備の選定については、ＪＥＴ認定を取得したもの又はそれに相

当する品質及び安全基準に準拠した製品とすること。また、通信機能を有しＩ

Ｐ通信を用いる機器（パワーコンディショナ、遠隔監視装置等）を選定する際

は、電力品質確保に係る系統連系技術要件ガイドライン等に基づき、「ＪＣ－

ＳＴＡＲ（セキュリティ要件適合評価及びラベリング制度）」の適合ラベル

（★１以上）を取得した製品を導入すること。なお、太陽光発電設備のメーカ

ーが国外企業の場合、当該メーカーが日本法人を有していること。 

  コ 運転状況について、施設関係者が目視で確認、認識できる発電状況表示モニ

ターを設置すること。 

    また、表示内容は理解しやすいものとし、学校施設に設置するモニターにつ

いては、環境教育に活用できるよう児童・生徒にも分かりやすい仕様とするこ

と。 

  サ 詳細設計における資料等は本市と協議の上、承認を受けること。 

    また、施工図、単線結線図等の設計関係書類については、対象施設の電気主

任技術者とも事前に十分な協議を行うこと。 

    なお、以下書類を電子データ及び紙資料で提出すること。 

  （ア）設計関係書類 

     平面図、立面図、施工図、単線結線図、設備図、機器仕様資料、その他工

事に関連する図面 

  （イ）工事関連書類 

     工程表、業務体制図 

  （ウ）維持管理計画書 

     運用期間における維持管理体制及び実施計画 

  （エ）手続き等確認書類 

     工程表（※工事工程表とは別に、本市及び関連機関に対する各種申請等必

要な手続きを網羅したもの。） 

  （オ）その他本市が必要とする書類 

 

（３）工事の実施 

   工事に当たっては、原則として国土交通省大臣官房官庁営繕部監修「公共建築

工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）」及び「公共

建築改修工事標準仕様書（建築工事編、電気設備工事編、機械設備工事編）」に

準拠して施工すること。ただし、特別な事情が生じた場合は、別途本市と協議の

上、決定するものとする。 

 



 

 

   また、発電設備に係る設計、材料、工事、維持管理に当たっては、電気事業

法、建築基準法（昭和２５年法律第２０１号）、廃棄物の処理及び清掃に関する

法律（昭和４５年法律第１３７号）等の関係法令を遵守すること。 

   発電設備の設置の条件は、以下のとおりとする。 

  ア 設置時には、施設の防水機能に影響がないよう施工すること。 

    また、事業者は、発電設備に起因する雨漏り等が生じた場合、自己の責任及

び負担において必要な措置を講じること。 

  イ 施工に当たり、本市が施工に係る書類を求めるときは、別途提出すること。 

  ウ 施工に当たり、施設の利用や安全に支障が生じないよう、施設管理者等と協

議の上、十分に注意を払った工事手法及び工程を計画し、実施すること。 

  エ 既設設備等の保守点検や施設の維持管理に支障を生じさせない計画とするこ

と。 

  オ 事業期間中、本市の職員等が行う施設の管理及び点検等のための屋上等への

立入りに支障が生じないようにすること。 

  カ 発電設備に係る配線ルートについては、施設の保安上・管理上支障がないル

ートを選定の上、本市担当部署及び施設管理者等との協議により決定するこ

と。 

    発電設備には、施設の電気工作物と識別ができるようにラベル等を用いて当

該事業に関連する設備であることを把握できる状態にすること。 

    また、来庁者、児童・生徒、施設利用者の手の届く範囲に配線等を行う場合

は、破損等による事故を防止するため、本市担当部署及び施設管理者等と十分

協議し、金属管を使用するなど、十分な安全対策を講じること。 

  キ 対象施設の特性を踏まえ、できる限り施設の利用者等に影響が小さくなるよ

う工法及び工程を選定すること。 

    具体的な工事日程等の決定に当たっては、利用者の予約状況等を踏まえ、イ

ベントなどが行われる日・時間帯を避けるなど十分に配慮し、本市担当部署及

び施設管理者等と協議の上で決定すること。 

    また、発電設備の設置に伴い、やむを得ず対象施設を停電させる場合は、休

校日や施設休館日等、施設利用者に影響が少ない日・時間帯（夜間を含む。）

とするとともに、停電時間を極力短縮すること。 

    さらに、停電作業に係る計画書（作業内容やタイムスケジュール、停電お知

らせビラ等）を作成し、本市担当部署及び施設管理者等と事前協議の上、対象

施設の電気主任技術者にも報告を行い、その指示に従うこと。 

  ク 事業者は、工事中の安全対策や騒音防止の実施、施設管理者等及び近隣住民

との調整等を自己の責任において十分に行い、苦情等があった場合、自己の責

任により、誠実かつ速やかに適切な対応を行うこと。 

 

 

 



 

 

  ケ 竣工時には、現場で本市担当部署及び施設管理者等の確認を受けるととも

に、完成図面、機器仕様書、機器取扱説明書、機器保証書及び保証書に相当す

る資料の写し、各種許認可に係る書類の写し、その他必要な書類を電子データ

及び紙資料で提出すること。 

  コ 発電設備設置後、設置箇所以外の原状復旧を行うこと。 

  サ 佐久市立国保浅間総合病院における工事については、２４時間稼働している

医療機関としての特殊性を十分に認識し、本市担当部署及び施設管理者等と綿

密な協議の上、以下の点に特段の配慮を行うこと。 

  （ア）救急車両等の緊急動線を一切阻害しない工事計画とすること。 

  （イ）入院患者等への騒音及び振動の影響を極小化する工法及び時間帯を選定す

ること。 

  （ウ）発電設備等から発生する電磁波等が、医療機器等へ悪影響を及ぼさないよ

う十分な対策を講じること。 

  （エ）やむを得ず停電を伴う場合は、医療行為を含む病院業務全般への影響を完

全に防ぐため、代替電源の確保など十分な電力供給方法を検討し、医療提供

体制に一切の支障を生じさせないための確実な安全対策を講じること。 

  シ 事業者は、佐久市臼田総合福祉センターあいとぴあ臼田及びワークテラス佐

久における既設の太陽光発電設備用架台について、自己の責任において強度及

び適合性等を十分に確認した上での再利用又は撤去（一部撤去を含む。）を行

うこと。これに伴う一切の費用（撤去費、処分費、補修、補強、基礎部分の防

水処理等を含む。）は事業者の負担とし、本市はいかなる責任（契約不適合責

任を含む。）も負わないものとする。 

    また、事業者は、当該架台の再利用又は撤去作業に起因して、施設の防水層

等の破損や雨漏り等が生じた場合、全て自己の責任及び負担において速やかに

修復等の必要な措置を講じること。 

 

（４）設備運転、管理及び電力供給 

   事業者は、以下により設置した設備の運転、管理を行い、対象施設へ電力を供

給し、停電等の非常時においては適切な対応を行うものとする。 

  ア 事業者は、本市担当部署及び対象施設の電気主任技術者と、責任分界点、保

全の内容及び費用負担等の協議を行った上で、発電設備の維持管理に努め、

「太陽光発電システム保守点検ガイドライン（日本電機工業会・太陽光発電協

会）」等に準拠した適切な保守点検計画を提出すること。 

    事業者は、発電設備が故障した場合、直ちに対象施設の電気主任技術者に連

絡の上、自己の責任及び負担において修理を行うこと。 

    なお、毎年２回以上点検を行い、風雨等による故障や、腐食、さび、変形、

基礎の沈下、隆起、ボルト、金具のゆるみ等の確認を行うものとし、その結果

を本市に報告すること。 

 



 

 

  イ 停電等の非常時においては、パワーコンディショナの自立運転機能等を利用

し、対象施設へ無償で電力を供給できる仕様とすること。 

  ウ 事業者は、使用機器のメーカーが倒産等した場合においても、自己の責任及

び負担において当初提案と同等の事業を継続すること。 

    また、企画提案内容が達成できないことによる損失については、事業者が負

担すること。 

  エ 事業者は、事業期間中に施設に雨漏り等が生じた場合、本市担当部署及び施

設管理者等と共同して速やかに原因究明のための調査を行うこと。 

    また、当該雨漏り等が事業者の発電設備設置に起因する場合、自己の責任及

び負担において速やかに修復すること。 

  オ 対象施設について、本市が別途改修工事等を実施する際は、必要に応じて設

備の一時的な運転停止及び移設に応じること。 

    なお、移設や移設期間中の発電設備の保管場所等に係る費用及び運用期間延

長によって生じる設備の更新については本市の負担とする。ただし、移設方法

や保管場所（本市が指定する場所を含む。）については事前に本市と協議して

決定するものとし、本市が負担する費用は客観的かつ合理的な実費の範囲内と

する。 

    また、改修工事に伴う発電停止期間中の売電収入の補償は行わない。ただ

し、事業者は、停止期間分の運用期間延長について、本市に協議を申し入れる

ことができるものとする。 

  カ 事業者は、運用期間中において、本市が各施設の発電電力量等を適宜確認で

きるサービスを提供すること。 

    また、発電設備導入による温室効果ガス排出量削減効果を試算し、本市の求

めに応じ、その結果を報告すること。 

  キ 大規模地震や台風等の発生後は、速やかに発電設備の点検を行い、被害拡大

防止、安全対策に万全を期すこと。 

 

（５）その他の事項 

  ア 事業者は、発電設備を他の施設等への電力供給など、本業務以外の用途に使

用しないこと。 

  イ 本業務の実施に当たり、各種法令及び条例等の規定に基づき届出手続きを要

する場合において、事業者が必要な手続きを調査し、所管官庁等にて必要な手

続きを行うこと。 

  ウ 本市は、事業者が本仕様書及び別途締結する協定書等に定める事項を履行し

ないときは、発電設備の撤去を求めることができる。この場合、事業者は、自

己の責任及び負担において施設から発電設備を速やかに撤去し、原状回復する

こと。 

  エ 事業者は、事業期間中及び撤去時において、対象施設の防水層や設備等を破

損等した場合、自己の責任及び負担において修復すること。 



 

 

  オ 運用期間満了後又は発電設備が使用不能となった場合、事業者は、原則とし

て発電設備を撤去すること。 

    また、撤去の際は施設の防水機能への影響の有無を確認し、必要な修繕を行

うこと。 

    なお、撤去した設備等は、廃棄物の処理及び清掃に関する法律等の関係法令

を遵守し、適正な処分又はリサイクルを行うこと。 

  カ 運用期間の満了に際し、本市から希望があった場合、事業者は本市と協議の

上、発電設備を本市に譲渡できるものとする。 

 

６ 契約単価等 

（１）各施設管理者は、運用期間中、施設に供給された電力使用量に、契約単価（消

費税及び地方消費税を除く。）を乗じて得た額に、消費税及び地方消費税を加算

した代金を事業者に支払うものとする。 

   なお、当該代金に１円未満の端数が生じたときは、その端数金額を切り捨てる

ものとする。 

（２）事業者は、毎月、電力使用量を計量法（平成４年法律第５１号）に基づき検定

を受けた電力量計で計測し、代金を各施設管理者に請求すること。 

（３）契約単価構成は、電力使用量に対する電力料金単価のみとし、月別又は時間帯

別に異なる単価を設定しないこと。 

   なお、契約単価は施設ごとに設定すること。 

（４）基本料金単価及び最低使用料金の設定は、行わないこと。 

（５）契約単価には、発電設備の設置、運用、維持管理、撤去、租税公課等、本業務

の目的を達成するために必要となる一切の諸経費を含めること。 

   なお、施設使用に係る行政財産の目的外使用料は無償とする。 

（６）契約単価は、原則として運用期間中において一定額とすること。 

（７）契約は、設置工事を完了し、電力を供給できる状態となった後に全対象施設を

一括して締結するものとする。ただし、契約単価は提案時の金額以下とするこ

と。 

（８）本業務は国交付金を活用して行うものであることから、契約単価の算出に当た

っては、市補助金の交付見込額を考慮して設定すること。 

 

７ 市有施設の利用について 

（１）事業者は、市有施設を本業務の目的に限り使用し、その他の目的に使用しない

こと。 

（２）事業者は、本業務の実施のため施設を使用するに当たり、地方自治法（昭和２

２年法律第６７号）第２３８条の４第７項に基づく行政財産の目的外使用許可の

申請手続きを行うこと。 

 

 



 

 

   なお、佐久市行政財産の目的外使用に関する使用料徴収条例（平成１７年条例

第５５号）第４条に基づき、本業務に係る工事期間及び運用期間中の使用料は、

全額免除するものとする。 

（３）行政財産の目的外使用許可の期間は１年以内とし、事業者は、年度ごとに更新

手続きを行うこと。 

（４）事業者は、施設管理者等からの苦情（騒音、振動、熱、反射等）に対して、自

己の責任及び負担において対応すること。 

 

８ その他 

（１）本業務における「予測されるリスクと責任分担」については「別紙２」のとお

りとし、これに定めのない事項は協議により決定するものとする。 

（２）事業者は、本業務の実施に当たり、本市及び第三者に損害を与えないよう万全

の措置を講じること。 

   なお、損害が発生した場合に備え、損害保険として火災保険、地震保険及び賠

償責任保険（若しくはこれらと同等の補償内容の他の保険）に加入し、本市担当

部署へ写しを提出すること。 

   また、本市及び第三者に損害を与えた場合、事業者が責任を負うものとし、本

市が責任を負うべき合理的理由があるものや現時点で分担が決定されていないも

のについては、別途協議を行うものとする。 

（３）契約候補者は、協定及び契約締結前に、本業務についての業務内容、スケジュ

ール、遵守事項等について、本市担当部署及び施設管理者等と十分に協議するこ

と。 

（４）事業者は、業務の実施状況について、本市に定期的に報告し、本市から報告依

頼があった場合、速やかに対応すること。 

（５）事業者は、本業務の実施に当たり、関係法令及び関係通知等を遵守するととも

に、本業務の関係資料等について、自己の責任において十分な調査及び確認を行

うこと。 

（６）事業者は、本業務の実施により知り得た秘密を第三者に漏えいしないこと。業

務終了後も同様とする。 

（７）事業者は、本市から本業務の遂行に必要な関係資料等を借り受ける場合、本市

に借用書を提出し、業務終了後は速やかに返却すること。 

（８）本業務の実施に伴う費用は、本仕様書、本プロポーザル実施要領その他本業務

に係る関係文書に明記がないものであっても、原則として事業者の負担とするも

のとする。 

（９）本業務で得られた成果物の著作権及び利用権は、本市のウェブサイトその他各

種媒体への掲載を含め、本市に帰属するものとする。 

（10）事業者は、関係機関との協議が必要な場合又は協議を求められた場合、誠意を

もって対応し、協議内容を記録した打合せ記録簿に関係資料を添えて本市担当部

署及び施設管理者等に報告すること。 



 

 

（11）本業務は、国交付金を活用することから、その他の補助金等との併用はできな

いものとする。 

（12）事業者は、業務遂行に際し、業務内容の変更又は本業務以外の業務の必要が生

じた場合、速やかに本市担当部署及び施設管理者とその対応について協議し、そ

の際に必要な資料を作成すること。 

（13）業務に関連する施工不良又は契約不適合（設備設置に起因する雨漏り等）が発

見された場合、事業者は、本市担当部署及び施設管理者等の指示に従い、必要な

処置を自己の責任及び負担において行うこと。 

（14）本仕様書は、本業務に関し、本市と事業者が遵守すべき基本事項を示すもので

あり、事業者は、本仕様書に明記されていない事項又は業務遂行に関して疑義が

生じた場合、本市担当部署及び施設管理者等と協議の上、その指示に従うこと。 

（15）本業務の実施に当たり、国交付金不採択等の理由により実施が不可能となった

場合においても、それまでに発生した費用は全額事業者の負担とするものとす

る。 

   また、事業者は、国交付金の交付内示額によって、実施予定の施設数が変更さ

れる場合があることをあらかじめ承諾し、一部施設において国交付金等が採択さ

れない等の事由が発生した場合であっても、その他施設の実施を辞退しないこ

と。 

（16）事業者が本業務の実施に当たり、発電設備等に金融機関等の担保権を設定する

場合、事業者の破綻時等においても本業務の継続及び円滑な事業承継が図られる

よう、あらかじめ本市、事業者及び金融機関等の関係者間において必要な合意形

成を図るものとする。 



別紙２ 　仕様書８（１）　予想されるリスクと責任分担

市 事業者

募集要項の誤り 実施要領や仕様書の記載事項に重大な誤りがある場合 〇

提案書類の誤り 提案書類の誤りにより目的が達成できない場合 〇

第三者賠償 設備に起因する騒音・振動・漏水・脱落・飛散等による場合 〇

安全性の確保 設計・建設・維持管理における安全性の確保 〇

環境の保全 設計・建設・維持管理における環境の保全 〇

法令・条例等の変更 設計・建設・維持管理に影響のある法令・条例等の変更 〇 〇

保険 設計・建設・維持管理・撤去の履行及び維持管理期間における

リスクを保証する保険

事業の中止・延期 本市の指示によるもの（事業者に起因するものを除く。） 〇

発電開始に必要な許可等の遅延によるもの 〇

事業者の事業放棄、破綻によるもの 〇

契約不適合責任 設備に係る契約不適合責任 〇

不可抗力 天災・暴動等による事業の変更・中止・延期 〇 〇

物価 物価変動 〇

応募に係る費用 応募に係る旅費・印刷代等の負担 〇

資金調達 必要な資金の確保に関すること 〇

第三者賠償 工事における第三者への損害賠償義務 〇

物価 物価変動 〇

用地の確保 資材置き場の確保に関する施設管理者との調整 〇 〇

工事遅延・未完工 工事遅延・未完工による電力供給（運転）開始の遅延 〇

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む） 〇

一時的損害 発電開始前に工事目的物等に関して生じた損害 〇

支払遅延・不能 電気使用料の支払いの遅延・不能によるもの 〇

金利 市中金利の変動 〇

計画変更 計画変更 用途の変更等、本市の責による事業内容の変更 〇

物価 物価変動 〇

維持管理費の上昇 事業者の責による維持管理費用の増大 〇

設備損傷 本市の故意・過失又は施設に起因する設備の損傷 〇

事業者の故意・過失又は設備に起因する設備の損傷 〇

施設損傷 本市の故意・過失又は施設に起因する施設の損傷 〇

事業者の故意・過失又は設備に起因する施設の損傷 〇

設備に起因する施設への障害 〇

天候不良 天候不良による発電量の減少 〇

性能 要求仕様不適合（施工不良を含む） 〇

仕様不適合による施設・設備への損害、施設の運営・業務への障害 〇
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　〇第２期：9施設（R8～R9) :あいとぴあ臼田、泉小学校、臼田中学校、ワークテラス佐久、臼田支所、佐久市役所、下水道管理センター、野沢多目的広場交流施設、浅間総合病院
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佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による 

第２期太陽光発電設備導入業務 企画提案者審査委員会設置要領 
 

（設置） 

第１条 佐久市公共施設へのオンサイトＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務について、事

業の円滑な推進を図り公正かつ適正な審査及び評価を行うため、佐久市公共施設へのオンサイト

ＰＰＡ方式による第２期太陽光発電設備導入業務企画提案者審査委員会（以下「審査委員会」とい

う。）を設置する。 

 

（審査事項） 

第２条 審査委員会は、次に掲げる事項を審議する。 

 （１）プロポーザル実施要領の承認に関すること 

 （２）企画提案等の審査及び契約候補者の決定に関すること 

 （３）その他必要な事項に関すること 

 

（組織） 

第３条 審査委員会は、委員長及び委員をもって組織する。 

２ 委員長は、佐久市    をもって充て、副委員長は、佐久市    をもって充てる。 

３ 委員は、次に掲げる職員で組織する。 

 （１）       （委員長） 

 （２）       （副委員長） 

 （３）        

 （４）        

 （５）        

 

（任期） 

第４条 委員の任期は、契約候補者決定日までとする。 

 

（委員長等） 

第５条 委員長は会務を総理し、審査委員会を代表する。 

２ 委員長に事故があるとき、又は委員長が欠けたときは、副委員長がその職務を代理する。 

 

（会議） 

第６条 審査委員会は委員長が招集し、委員長がその議長となる。 

２ 審査委員会は、委員の３分の２以上の出席をもって成立する。 

３ 委員長は、必要があると認めるときは、関係者に資料等の提出を求め、又は関係者の出席を

求め、その説明若しくは意見を聴くことができる。 

 

 （秘密の保持） 

第７条 委員は、職務上知り得た秘密を他に漏らしてはならない。 

 

（庶務） 

第８条 審査委員会の庶務は、環境部 環境政策課が行う。 



 

（補則） 

第９条 この要領に定めるもののほか、必要な事項は別に定める。 

 

  附 則 

この要領は、令和８年９月３日から施行する。 


